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《書評》
福田邦夫著『独立後第三世界の政治・経済過程の変容
　　　　　　　　一アルジェリアの事例研究一』
吉　田 敦☆
　100万人以上の殉教者の生命を代償として闘われたアルジェリア独立戦争（1954年11月～1962年7月）
とは、いったい何であったのか？本書は、同国の政治的独立後45年以上の歳月を経た現在から、その歴
史的過程を政治と経済が複雑に絡み合う複合的母体に焦点を当てて分析したうえで第三世界諸国に通低
する経済開発戦略の挫折要因を克明に析出している。
　序文で著者が指摘しているように、21世紀を迎えた現在、アルジェリアに限らず第三世界諸国、なか
でもアフリカ諸国において展開されている事態は、余りにも悲惨である（p．13）。第三世界諸国は、1960
年代初頭以降、旧植民地諸国による支配と抑圧を軸とする世界の政治・経済秩序の根源的変革を目指し
て自立的国民経済建設を推し進めてきた。アルジェリアは1962年、宗主国フランスから悲願の独立を勝
ち取った。しかしながら現在の同国経済は、独立の理念とは裏腹に、石油・天然ガスに全面的に特化し
た典型的な地下資源供給国となり、国際市場における炭化水素価格の変動に晒されつづけている。
　第1、2章では、独立戦争直後からアルジェリア民族解放戦線（FLN：Front　de　Liberation　Nationale）内
部での混乱と熾烈な権力闘争の展開過程、約100万人にのぼるフランス人コロン（入植者）の国外脱出
後に自主管理社会主義の建設を目指したべン・ベラ（Ahmad　Ben　Bella）初代大統領による1960年代の経
済政策に焦点をあてている。約1世紀近くつづいたフランスの植民地支配下におけるアルジェリアの産
業基盤は葡萄栽培を中心とする前近代的なモノカルチャー経済であった。だが独立戦争の最中の1956年
11月、サハラ砂漠でハッシ・メサウド（Hassi　Messaoud）とハッシ・ルメル（Hassi　R’Mel）の2つの巨
大油田が発見され、アルジェリア経済は急激な変容を遂げた。すなわち、重化学工業化を遂行しようと
していたフランス資本主義にとって、アルジェリアは極めて重要なエネルギー供給基地としての役割を
担うことになったのである（p．90）。この意味で、ド・ゴール大統領が独立戦争最中の1958年10月に発
表したアルジェリア社会・経済開発計画＝「コンスタンチーヌ（Plan　du　Constantine）計画」や、サハラ
石油法の適用を認めたエビアン協定にみられるように、当時のアルジェリアは旧宗主国フランスからの
政治的独立は達成したものの、フランス経済の頚木につながれたままであった。
　しかしながら、1965年6月19日に無血クーデターで政権を掌握したブーメディエン（Houari　Boume－
dienne）大佐は、アルジェリア革命国民評議会（CNRA：Conseil　National　de　la　Revolution　Algerienne）を設
立し、フランス系企業の全面的国有化を断行し、1980年を離陸年度とする壮大な社会主義国家建設
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に取り組んだ（p．　103）。
　1971年の国家憲章のなかで、ブーメディエン大統領が掲げた革命的理念は以下のように明文化されて
いる。
　「革命的権力に課せられている緊急任務は、社会主義を達成するために前もって行うべき諸条件を整
えることである。すなわち、安定した揺ぎない国家を建設し、革命の諸目的を実現するために必要不可
欠とされる手段を獲得し、民族の富を奪い返し、経済を建設し、企業の財政状況を改善して利益を増大
させなければならない。かくしてアルジェリアは、独立を揺るぎないものとし、社会主義経済発展の基
盤を創設し、経済に対する支配を強化することができる」（p．110）。
　1970年代にアルジェリアは社会主義国家建設を目指し、第三世界諸国の輝ける星として世界の注目を
浴び、急速な工業化政策に組んだ。
　第3章では、ブーメディエン大統領による地下天然資源の国有化政策を分析している。1963年に創設
され1966年に改称された「炭化水素採掘・輸送・精製・販売国営会社」（Sonatrach：Societe　Nationale　pour
la　Transportation，1a　Recherche，　la　Production　et　la　Commercialisation　des　Hydrocarbures）は、サハラで活動
している外国資本と地質調査から探鉱、パイプライン敷設工事に至るまでの部門で資本提携をおこない、
同国手ネルギー部門の中核的存在としてその役割を拡大させていった。また1960～70年代にかけてすべ
ての産業部門をカバーする基幹産業部門に次々と国営企業が創設された。
　当時のアルジェリアの開発戦略をモデル化したフランスの経済学者ド・ベルニス（De　Bernis）は、ア
ルジェリアが採択した工業化誘発産業戦略を以下のように述べている。
「工業化誘発産業の基本的経済機能は、労働生産性を向上させる新たな機械設備をひとっの国全体に配
置することによって、工業化誘発産業を取り囲む環境全体に産業を誘発すること、すなわち一定の地域
において、一定の期間内に工業を母体とする生産諸機能を体系的に墨で塗りっぶしていくこと、当該地
域全体を経済的・社会的に再編成すると同時に、行動諸機能（fonction　de　comportement）を根底から変革
していくことを意味する」（p．112）。
　しかしながら、ブーメディエン大統領が取組んだ野心的な重化学工業化政策を推し進めるためには、
石油・天然ガス輸出による収益だけでは充分ではなく、中間財・資本財を輸入するためにはさらに国外
からの借款が必要とされた。また技術移転は実現せず、1970年代後半以降、はやくも開発計画の大幅な
修正を余儀なくされた。また重化学工業化政策に開発の優先権が与えられたため豊かであった広大な農
地は荒廃し、食料自給率はゼロに近づいた。
　こうしてアルジェリアは1980年代のシャドリ（Chadli　Benjedid）政権の時代、天文学的な対外累積債
務をかかえて深刻な経済危機に陥った（第4章）。同時にFLNの行政機構や経済運営システムは恐るべき
動脈硬化現象を起こしていた。シャドリ大統領は、80年代に2度にわたる経済機構改革に着手し、巨大
化し麻痺状態に陥っていた国営企業の分割・再編を断行した。しかし細分化された国営企業の生産性や
国際競争力は好転するどころか悪化の一途を辿った。1980年代末にはIMFの構造調整プログラムを受諾、
1988年には極限にまで貧窮した国民による食糧暴動が勃発した。
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　周知のようにアルジェリアでは1990年代、凄惨なテロ旋風が吹き荒れた。そして国際社会からは危険
な「テロ国家」としてのラベルがはられ、完全な孤立状態に追い込まれた。テロ勃発の直接的な原因と
しては、1991年12月に実施された国民議会選挙（一院制）でイスラーム救国戦線（FIS：Front　Islamique　du
Salut）が過半数を制し、これに対して軍が選挙結果の無効化を宣言し、　FISの非合法化を発したことが決
定的な引き金となったといわれている。ただし著者の指摘によれば、1980年代後半に突入した同国の深
刻な経済・社会的危機が当時アルジェリア人民の不満と国に対する絶望感を極限にまで高め、多くの人々
が急進的なイスラー一一ム原理主義＝FISを支持する基盤を養成したと指摘している（p．190）。
　軍による選挙無効宣言後、イスラーム原理主義による大量殺鐵テロが全土を席捲し、犠牲者数は10～
15万人、破壊活動による被害総額は約200億ドルに達した。まさにアルジェリアにとって90年代は覚め
やらぬ悪夢のなかを彷裡する「危機の10年」（第5章）であった。
　テロ旋風がふき荒れた暗黒の時代が終焉し、「新生アルジェリア」と命名される危機からの脱出が図ら
れたのは、1999年に大統領に就任したブーテフリカ（Abdelaziz　Bouteflika）政権以降といわれている。1999
年7月に、同大統領は2001年1月を期限とするテロリストの投降を定めた特赦法「国民和解法」を発布
し、約4200人のテロリストが投降した。そして2005年9月には「平和と国民和解のための憲章」の国
民投票が行われ、同憲章は圧倒的多数の賛成票を獲得して採択され、テロ旋風は消え去った。アルジェ
リアでのテロがいかなる主体によって実行されてきたのか、政府・軍との関与を含めて明らかにされて
いない部分が多く、イスラーム原理主義だけに総ての責任を問うことはできない。
　ブーテフリカ大統領は国内的な政治的安定を得た一方、民営化政策と市場経済の導入を軸とする経済
改革やEUとの協力協定の締結、　WTO加盟を目標に掲げ国際社会への復帰を精力的に進めている。とく
に本書では、市場経済の導入過程にっいて第5章で詳細に触れられており、金融部門改革、郵便・通信
分野の改革、炭化水素部門改革を分析している。また近年の国際原油価格の高騰が追い風となって同国
の炭化水素資源輸出収益を大きく伸ばすことに成功し、マクロ経済指標は大きく改善されている。
　潤沢な資金を背景にして、ブーテフリカ大統領は世界経済への統合を合言葉にして大規模経済計画を
次々に発表している。2001年5月には製造業部門の競争力強化を目的とした「経済振興特別計画」（PSRE：
Programme　Special　de　Relance　Economique）（2001～2004年）、2004年11月に発表された高速道路建設や
100万戸の住宅建設を視野に入れた総予算500億ドルもの経済成長促進計画（PSCE：Programme　de　Soutien
ala　Croissance　Economique）、地中海を横断して接続するガス・パイプラインの敷設・拡張計画、発電・
淡水化プロジェクトなどである。これら一連の大規模経済計画は現在進行段階にあり、その評価を下す
のは時期尚早であるが、著者が指摘しているように、依然としてアルジェリアがこれまで抱えてきた根
源的な問題は一向に改善されていないのが現実である。90年代から深刻な様相を呈している慢性的な失
業問題をはじめ、貧富の格差拡大、地域格差、炭化水素部門以外での産業基盤の不在は未解決のままで
ある。上記した大規模経済計画に関しても、事業請負企業はすべて国際入札を通じた外国企業が着工す
る。この点について、本書は以下のように指摘している。
　「IMFが財政破綻に陥った途上国政府の救済策として打ち出している市場経済の導入、緊縮財政、民
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営化政策は、マクロ経済を安定させても、貧富の格差を拡大し、社会的不安を増大させている。輸入代
替工業化を推進するためにとられた余りにも手厚い関税システムが、アルジェリア経済を崩壊に導いた
のではなく、炭化水素収益を私物化し腐敗の極限にまで至らしめたFLN独裁体制が選択した杜撰な開発
計画にこそアルジェリア経済崩壊の要因を求めるべきではないだろうか」（p．249）。
　また近年ブーテフリカ大統領が進めている市場経済導入政策について、著者は結語で以下のように指
摘している。「数字で表現されるマクロ経済指標だけで判断すれば、国際市場における原油価格の高騰が
つづいている現在、アルジェリア経済は良好な状態にあり、IMFに代表される国際機関は経済パフォー
マンスを賞賛している。だが一旦、原油価格が下落すればたちまちにして困難な状況に陥る。こうした
なか、ブーテフリカ大統領は市場経済の導入とEU主導による地中海自由貿易圏への加盟、さらには米国、
カナダとの自由貿易協定締結にアルジェリア経済再生の夢を託している。かつては宗主国からの分離・
独立を目指したが、現在は市場を媒介とする『併合』を目指している。だが、誰が市場経済の受益者で
あるべきかという議論は全く見受けられない」（p．255）。
　甚大な人的被害をもたらしながらも悲願の独立を勝ち取ったアルジェリアは、現在も自国の産業基盤
不在のまま、巨額の炭化水素資源輸出収益を挺子にして無秩序な市場経済体制へと移行している。
　この先、アルジェリアはどこに向かおうとしているのか？
　本書はアルジェリアを愛するがゆえに、その根源的な疑問に対する回答を求めて生き抜いた著者によ
る30年間におよぶ情熱の軌跡である。本書ではFLN独裁体制が抱える権力構造の分析までは触れられて
いないが、少なくとも噺生アルジェリア」として生まれ変わろうとしているアルジェリアの重要な鳥
鰍図となる貴重な研究である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（よしだ　あつし）
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